
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 155,299 208,258 120,963 161,280 1.04 250,186 1.20 98,963 0.82 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - -

Ｄ 建 設 業 204,193 210,183 167,755 141,474 0.69 139,307 0.66 156,664 0.93 

Ｅ 製 造 業 216,051 267,394 124,667 451,991 2.09 629,001 2.35 158,994 1.28 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x - x - x -

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x - x - x -

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 163,118 208,279 126,816 183,519 1.13 278,499 1.34 98,835 0.78 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x - x - x -

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 206,044 236,462 175,625 192,381 0.93 165,446 0.70 220,167 1.25 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 200,905 219,931 184,838 225,860 1.12 262,036 1.19 192,074 1.04 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 106,195 169,624 87,076 49,801 0.47 129,324 0.76 21,169 0.24 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 129,249 165,946 116,720 22,000 0.17 41,505 0.25 15,180 0.13 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 88,590 129,412 78,868 61,742 0.70 119,932 0.93 47,850 0.61 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 159,413 191,206 151,575 209,950 1.32 134,798 0.70 225,370 1.49 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x - x - x -

Ｒ そ の 他 のサ ービ ス業 182,789 216,568 134,897 219,855 1.20 268,483 1.24 153,047 1.13 

全国平均（調査産業計） 195,476 265,143 142,386 235,684 1.21 344,949 1.30 150,201 1.05 

 平成 30 年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 155,299

円であった。性別では男子が 208,258 円、女子が 120,963 円で女子は男子の 58.0％であった。 

産業別にみると、製造業が 216,051 円で最も高く、以下、不動産業，物品賃貸業 206,044 円、建

設業 204,193 円、学術研究，専門・技術サービス業 200,905 円、サービス業（他に分類されないも

の）182,789 円、卸売業，小売業 163,118 円、医療，福祉 159,413 円、生活関連サービス業,娯楽

業 129,249 円、宿泊業,飲食サービス業 106,195 円、教育,学習支援業 88,590 円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 195,476 円を 100 とした場合、本県は 79.5 となっている。 

平成 29 年 8 月から平成 30 年 7 月までの１年間に支払われた特別給与は 161,280 円で、これを平

成 30 年 7 月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 1.04 か月で

あった。 

男女別では、男子が 250,186 円（支給割合 1.20 か月）、女子は 98,963 円（支給割合 0.82 か月）

で女子は男子の 39.6％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 235,684 円（支給割合 1.21 か月）を 100 とした場合、本県は 68.4 

％となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較 （調査産業計 ＝ 100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 20.1 21.6 19.1 6.8 7.6 6.3 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - -

Ｄ 建 設 業 21.8 21.9 20.9 7.8 7.9 7.4 

Ｅ 製 造 業 20.3 20.1 20.8 7.5 7.9 6.8 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - -

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 21.4 22.3 20.7 7.1 7.6 6.7 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 19.9 19.5 20.2 7.3 7.7 7.0 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 20.9 21.4 20.5 7.4 7.7 7.1 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18.4 22.5 17.2 5.7 7.1 5.3 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 20.7 21.6 20.4 6.8 7.7 6.5 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 15.1 16.9 14.7 5.6 6.3 5.4 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 20.7 20.9 20.6 7.2 8.0 7.0 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 21.3 22.5 19.6 7.3 7.7 6.8 

19.9 21.5 18.7 7.0 7.7 6.4 全国平均（調査産業計）

平成 30 年７月の出勤日数は 20.1 日で、男子が 21.6 日、女子が 19.1 日となっている。 

産業別にみると、建設業が 21.8 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 

15.1 日となっている。 

また、１日の実労働時間は調査産業計で 6.8 時間である。 
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４　常用労働者

（調査産業計 ＝ 100）

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 30,268 100.0 11,905 100.0 18,363 100.0 100.0 39.3 60.7 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - 

Ｄ 建 設 業 1,853 6.1 1,591 13.4 262 1.4 100.0 85.9 14.1 

Ｅ 製 造 業 1,259 4.2 806 6.8 453 2.5 100.0 64.0 36.0 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 x - x - x - - - - 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x - x - x - - - - 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 6,926 22.9 3,086 25.9 3,840 20.9 100.0 44.6 55.4 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x - x - x - - - - 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,439 4.8 719 6.0 719 3.9 100.0 50.0 50.0 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,179 3.9 540 4.5 639 3.5 100.0 45.8 54.2 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 6,099 20.1 1,413 11.9 4,686 25.5 100.0 23.2 76.8 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,666 8.8 678 5.7 1,987 10.8 100.0 25.4 74.5 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,975 6.5 380 3.2 1,595 8.7 100.0 19.2 80.8 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 2,731 9.0 540 4.5 2,191 11.9 100.0 19.8 80.2 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x - x - x - - - - 

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,051 10.1 1,789 15.0 1,262 6.9 100.0 58.6 41.4 

1,792,368 - 775,161 - 1,017,207 - 100.0 43.2 56.8 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 30,268 人であった。産業別にみると卸売業,小売業

6,926 人(22.9%)と最も多く、以下、宿泊業,飲食サービス業が 6,099 人(20.1%)、サービス業

（他に分類されないもの）3,051 人(10.1%)、医療,福祉 2,731 人(9.0%)、生活関連サービス業,

娯楽業 2,666 人(8.8%)、教育,学習支援業 1,975 人(6.5%)、建設業 1,853 人(6.1%)、不動産

業,物品賃貸業 1,439 人(4.8%)、製造業 1,259 人(4.2%)、学術研究,専門・技術サービス業 1,179

人(3.9%)の順となっている。また、性別では男子 39.3％、女子 60.7％と女子の割合が高い。女

子の割合が最も高い産業は、教育,学習支援業の 80.8％であった。 
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